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○埼玉県公衆浴場入浴料金審議会規則（平成15年2月14日規則第12号） 

埼玉県公衆浴場入浴料金審議会規則 

平成十五年二月十四日 

規則第十二号 

  

 改

正 

令和 三年 三月三〇日規則第一〇号    

埼玉県公衆浴場入浴料金審議会規則をここに公布する。 

埼玉県公衆浴場入浴料金審議会規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和二十八年埼玉県条例第十七号）第六条

の規定に基づき、埼玉県公衆浴場入浴料金審議会（以下「審議会」という。）について必要な事項

を定めるものとする。 

（組織） 

第二条 審議会は、委員十二人以内をもって組織する。 

（委員） 

第三条 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。 

一 学識経験のある者 

二 公衆浴場の利用者の意見を代表する者 

三 公衆浴場の経営者の意見を代表する者 

（委員の任期等） 

第四条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第五条 審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第六条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

（会議の公開） 

第七条 審議会の会議は、公開する。ただし、出席した委員の三分の二以上の多数で議決したときは、

公開しないことができる。 

（議事録） 

第八条 議長は、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議長のほか、出席した委員のうちから議長が指名する二人の委員が署名しなければ

ならない。 

一部改正〔令和三年規則一〇号〕 

（庶務） 

第九条 審議会の庶務は、健康福祉部生活衛生課において処理する。 

（委任） 

第十条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和三年三月三十日規則第十号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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公衆浴場の入浴料金について 

 
１ 公衆浴場入浴料金について 
 

○物価統制令に基づき、一般公衆浴場（銭湯）の入浴料金は 

知事が上限額を指定する。 
  

 ○料金（最高統制額）を改定する場合は、 

①審議会等を設置し、関係者の意向を把握する 

②公衆浴場経営について、実態調査を行う 

 

 
                      

 
 
 
 
 
 
                                         

                   
 

 

 

 

 

 

２  埼玉県公衆浴場入浴料金審議会委員  

 (1) 委 嘱   知 事 

 (2) 任 期     ２ 年 

  (3)  人 数     ９ 人 

  (4) 構 成      ア 学識経験者（３人）        

            イ 公衆浴場の利用者の意見を代表する者 （３人）        

            ウ 公衆浴場の経営者の意見を代表する者 （３人） 

 

 

３ 公衆浴場入浴料金（令和４年１０月１日施行） 

 

 大人（12歳以上） ４８０円 

 中人（６歳以上12歳未満） １８０円 

 小人（６歳未満） ７０円 
 

料金改定申請 答申 

告示 

諮問 埼玉県公衆浴場業 

生活衛生同業組合 
知 事 

埼玉県公衆浴場 

入浴料金審議会 

入浴料金の指定 
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Ｒ　４．１０．　１　～ ４８０ １８０ ７０
Ｒ　２．　４．　１　～　Ｒ　４．　９．３０ ４５０ １８０ ７０
Ｈ２６．１０．　１　～　Ｒ　２．　３．３１ ４３０ １８０ ７０
Ｈ１８．１２．２６　～　Ｈ２６．　９．３０ ４１０ １８０ ７０
Ｈ１２．１０．　１　～　Ｈ１８．１２．２５ ３８０ １８０ ７０
Ｈ　９．　７．　１　～　Ｈ１２．　９．３０ ３７０ １７０ ７０
Ｈ　７．１０．　１　～　Ｈ　９．　６．３０ ３５０ １５０ ７０
Ｈ　７．　１．　１　～　Ｈ　７．　９．３０ ３４０ １５０ ７０
Ｈ　５．　７．２３　～　Ｈ　６．１２．３１ ３３０ １４０ ７０
Ｈ　４．　７．１０　～　Ｈ　５．　７．２２ ３２０ １３０ ６０
Ｈ　３．　８．１０　～　Ｈ　４．　７．　９ ３１０ １２０ ６０
Ｈ　２．　６．２５　～　Ｈ　３．　８．　９ ３００ １２０ ６０
Ｈ　元． ６．２０　～　Ｈ　２．　６．２４ ２８０ １１０ ６０
Ｓ６３．　７．１１　～　Ｈ 元．　６．１９ ２７０ １００ ６０
Ｓ６２．　７．２４　～　Ｓ６３．　７．１０ ２４０ １００ ６０ ３０
Ｓ６１．　８．　５　～　Ｓ６２．　７．２３ ２３０ １００ ６０ ３０
Ｓ５９．　７．１３　～　Ｓ６１．　８．　４ ２２０ １００ ６０ ３０
Ｓ５８．　７．　８　～　Ｓ５９．　７．１２ ２１０ １００ ６０ ３０
Ｓ５７．　７．　１　～　Ｓ５８．　７．　７ ２００ １００ ６０ ３０
Ｓ５５．１１．１１　～　Ｓ５７．　６．３０ １９０ １００ ６０ ３０
Ｓ５４．１１．　９　～　Ｓ５５．１１．１０ １７０ 　７０ ４０ ２０
Ｓ５３．１１．１０　～　Ｓ５４．１１．　８ １５５ 　７０ ４０ ２０
Ｓ５２．　８．　９　～　Ｓ５３．１１．　９ １３０ 　７０ ４０ ２０
Ｓ５０．１２．　１　～　Ｓ５２．　８．　８ １００ 　５０ ３０ ２０
Ｓ４９．１２．　１　～　Ｓ５０．１１．３０ 　９０ 　４０ ２０ ２０
Ｓ４９．　４．２２　～　Ｓ４９．１１．３０ 　７０ 　３０ １５ １０
Ｓ４８．１２．　５　～　Ｓ４９．　４．２１ 　６０ 　３０ １５ １０
Ｓ４７．１２．　５　～　Ｓ４８．１２．　４ 　４８ 　２０ １０ １０
Ｓ４６．１２．　１　～　Ｓ４７．１２．　４ 　４０ 　２０ １０ １０

(婦人のみ）

大　人 中　人 小　人 洗髪料

廃止

(１２歳以上
のみ。但し、
丸刈り、ｽ
ﾎﾟｰﾂ刈り、
角刈りの男
子を除く)

区分期間
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公 衆 浴 場 業 の 現 状 

１ 一般公衆浴場数の推移（衛生行政報告例より） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

２ 入浴料金の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   大人：１２歳以上  中人：６歳以上１２歳未満  小人：６歳未満                                       

（単位：円） 

（施設数） 

S51   S55   S60   H1   H5   H10   H15   H20   H25   H30   R4 
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公 衆 浴 場 へ の 助 成 制 度 

 

１ 当初予算の推移 

   （単位：千円）    

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公衆浴場補助事業 

 

 

 

３ 国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等に係る補助事業 

 

 〇一般公衆浴場燃料費等高騰対策支援事業 

  一般公衆浴場に対し、高騰する燃料費、光熱費等の影響を緩和するための補助を行うもの 

 

  令和４年度予算 １１，５１４千円 対象３３施設 

  令和５年度予算  ４，０１９千円 対象３２施設 

 

                    年 度 

制 度        

 

Ｒ元 

 

Ｒ２ 

 

Ｒ３ 

 

Ｒ４ 

 

Ｒ５ 

経営安定化対策補助 6,400 6,400 6,400 6,800 6,800 

福祉ボランティア事業補助 30 30 30 30 30 

    合    計   6,430 6,430 6,430 6,830 6,830 

制  度 令和４年度事業実績 令和５年度事業内容 

 

 

経営安定化 

対策補助 

  

        

当初予算 6,800千円 当初予算 6,800千円 

補 助 額 

対象設備 

6,386千円 

 元釜、ろ過器等の設置又 

 は改修に要した費用 

 レジオネラ検査経費 

 

対象設備 

 

 

 元釜、ろ過器等の設置又 

 は改修に要した費用  

 レジオネラ検査経費 

補助件数 46件 補 助 率 1/2 (ただし、限度額あり) 

       

福祉ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

事業補助 

 

当初予算 30千円 当初予算 30千円 

補 助 額 30千円 補 助 額 30千円 

事業内容 

 

 子どもの日に幼児無料 

 入浴サービスを実施。  

 （実施浴場数：２６浴場） 

補助対象 

    

  

 子どもの日に幼児無料 

 入浴サービスを実施。  

 （実施浴場数：３１浴場） 
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令和４年度公衆浴場経営実態調査について 

 

１ 根拠 

  〇公衆浴場経営実態調査要綱（昭和３８年８月１２日厚生省環境衛生局長通知） 

  「この調査は、公衆浴場経営の実態を把握することにより、適正な入浴料金統制額の

指定を行う場合の基礎とすること。」 

 

２ 調査対象 

  次の条件により埼玉県保健医療部生活衛生課が選定した「６浴場」 

 （１）原則として、一般公衆浴場以外の事業を営んでいない浴場 

 （２）各浴場の１日当たり平均入浴者数が県内浴場の入浴者数の平均値に近似する浴場 

 

３ 調査結果 

 （１）営業収支（令和３年１月１日から令和３年１２月３１日まで） 

 

   ６浴場の平均営業収支 

 

 

 

 

 

 （２）入浴者数調査（令和４年１１月７日から令和４年１１月１３日の７日間） 

 

   １日当たりの平均入浴者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収  入 １８，３４９，８３３円 

支  出 ２０，５５４，６６１円 

収支差額 －２，２０４，８２８円 

大人（１２歳以上） １１７．７人 

中人（６歳以上１２歳未満） １．１人 

小人（６歳未満） ０．８人 

合計 １１９．６人 

合計（大人換算） １１８．２人 
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0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

人件費 燃料費 電気料 備品消耗品費 修繕費

R3 R4 R5

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

R2 R3 R4 R5

人件費 燃料費

電気料 備品消耗品費

修繕費

エネルギー・物価等の高騰状況及びその影響について 

 

１ 公衆浴場業におけるエネルギー等高騰状況（令和２年～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   ※R2 を基準とした場合の各経費の上昇率（※R2 を 1とした場合の比率） 

   （参考：消費者物価指数、企業物価指数、毎月勤労統計調査） 

 

 

２ エネルギー・物価等高騰の影響額（円）：経費別 （※R2 を 0 とした場合） 
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0

500,000
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25円

R2 R3 R4.10.1 R4 R5

料金値上
30円

入浴料金
480円

入浴料金
480円

入浴料金
450円

入浴料金
450円

入浴料金
450円

28円 27円

0

10
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70

R3 R4 R5

（※R2 を 0とした場合） 

３ エネルギー・物価等高騰の影響額（円）：総支出 （※R2 を 0 とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ エネルギー・物価等高騰の影響額（円）：入浴者１人当たり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

５ 前回の入浴料金改定による効果と現在の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回３０円値上げ 

  （R4.10.1） 

25 円 

58 円 57 円 
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R4 R5 案1 案2 案3

入浴料金
480円

入浴料金
480円

20円

入浴料金
500円

入浴料金
510円

入浴料金
520円

7円

28円 27円 30円 40円

入浴料金の改定について 

 

１ 入浴料金改定のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 入浴料金改定の試算 

   各入浴料金改定案と入浴者１人当たりの収入増加額（円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （参考）再掲：１日当たりの平均入浴者数 

 

 

 

 

 

 

改定案 大人 中人 小人 収入増加額 

案１－１ ５００ １８０ ７０ １９.９ 

案１－２ ５００ ２００ ７０ ２０.１ 

案２－１ ５１０ １８０ ７０ ２９.９ 

案２－２ ５１０ ２００ ７０ ３０.１ 

案３－１ ５２０ １８０ ７０ ３９.９ 

案３－２ ５２０ ２００ ７０ ４０.１ 

大人（１２歳以上） １１７．７人 

中人（６歳以上１２歳未満） １．１人 

小人（６歳未満） ０．８人 

合計 １１９．６人 

合計（大人換算） １１８．２人 



大人 中人 小人 洗髪

1 北海道 令和 5 年 10 月 1 日 490 150 80 0 179 530 200 神奈川県

2 青森県 令和 5 年 4 月 10 日 480 170 80 0 211 東京都

3 岩手県 令和 2 年 4 月 1 日 480 170 80 0 13 大阪府

4 宮城県 令和 5 年 1 月 1 日 480 160 90 0 6 岐阜県

5 秋田県 平成 31 年 1 月 1 日 460 130 90 0 6 愛知県

6 山形県 平成 7 年 4 月 1 日 300 120 80 0 0 170 千葉県

7 福島県 平成 30 年 4 月 1 日 450 150 90 0 9 200 静岡県

8 茨城県 平成 10 年 3 月 1 日 350 130 70 0 1 180 兵庫県

9 栃木県 令和 5 年 2 月 15 日 460 200 100 0 8 160 福井県

10 群馬県 令和 5 年 8 月 1 日 450 200 100 0 18 北海道

11 埼玉県 令和 4 年 10 月 1 日 480 180 70 0 35 滋賀県

12 千葉県 令和 5 年 12 月 1 日 500 170 70 0 38 京都府

13 東京都 令和 5 年 7 月 1 日 520 200 100 0 466 130 石川県

14 神奈川県 令和 6 年 2 月 1 日 530 200 100 0 119 奈良県

15 新潟県 令和 5 年 1 月 1 日 480 150 70 0 26 広島県

16 富山県 令和 5 年 4 月 1 日 470 150 70 0 73 福岡県

17 石川県 令和 5 年 4 月 1 日 490 130 50 0 61 180 埼玉県

18 福井県 令和 6 年 1 月 1 日 490 160 70 0 15 青森県

19 山梨県 令和 元 年 12 月 1 日 430 170 70 0 15 岩手県

20 長野県 令和 5 年 4 月 1 日 440 150 70 0 31 160 宮城県

21 岐阜県 令和 5 年 4 月 1 日 500 180 100 0 17 150 新潟県

22 静岡県 令和 5 年 10 月 1 日 490 200 100 0 11 富山県

23 愛知県 令和 5 年 4 月 1 日 500 180 100 0 71 三重県

24 三重県 令和 5 年 4 月 1 日 470 150 70 0 23 200 栃木県

25 滋賀県 令和 5 年 5 月 1 日 490 150 100 0 13 150 鹿児島県

26 京都府 令和 4 年 10 月 1 日 490 150 60 0 137 130 秋田県

27 大阪府 令和 5 年 8 月 28 日 520 200 100 0 366 群馬県

28 兵庫県 令和 5 年 2 月 1 日 490 180 80 0 146 岡山県

29 奈良県 令和 5 年 10 月 1 日 480 200 100 0 20 160 山口県

30 和歌山県 令和 元 年 10 月 1 日 440 150 80 0 19 福島県

31 鳥取県 令和 3 年 4 月 1 日 440 150 80 0 11 徳島県

32 島根県 令和 5 年 5 月 1 日 430 160 90 0 1 香川県

33 岡山県 令和 4 年 12 月 1 日 450 200 100 0 12 愛媛県

34 広島県 令和 4 年 11 月 1 日 480 200 100 0 42 高知県

35 山口県 令和 4 年 5 月 1 日 450 160 80 0 16 熊本県

36 徳島県 令和 5 年 1 月 1 日 450 150 70 0 21 長野県

37 香川県 令和 5 年 10 月 1 日 450 150 60 0 15 和歌山県

38 愛媛県 令和 5 年 4 月 1 日 450 150 60 0 26 鳥取県

39 高知県 令和 5 年 10 月 1 日 450 150 60 0 7 170 山梨県

40 福岡県 令和 5 年 4 月 1 日 480 200 100 0 32 島根県

41 佐賀県 平成 8 年 2 月 15 日 280 130 80 50 1 大分県

42 長崎県 令和 5 年 4 月 1 日 400 150 80 0 12 400 150 長崎県

43 熊本県 令和 4 年 11 月 1 日 450 150 80 0 52 370 170 沖縄県

44 大分県 令和 4 年 12 月 27 日 430 160 80 0 74 茨城県

45 宮崎県 平成 20 年 2 月 1 日 350 130 60 0 10 宮崎県

46 鹿児島県 令和 5 年 12 月 25 日 460 150 80 0 217 300 120 山形県

47 沖縄県 平成 18 年 2 月 11 日 370 170 100 0 1 280 130 佐賀県

150

170

150

430

350 130

470 150

440 150

450

460

160

200

参考資料（全国公衆浴場入浴料金一覧表）

520

中人の
入浴料金

（円）
都道府県名 施行年月日

入浴料金（円）
(R6.2.1時点) 普通浴場数

（R5.3）

200

大人の
入浴料金
(円)

都道府県名

180

480

200

490

500
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公衆浴場入浴料金改定申請書 

 
令和 5 年 11 月 10 日 

 
埼玉県知事 

   大 野 元 裕  様 
 
 
                   埼玉県公衆浴場業生活衛生同業組合 
                   理 事 長  岩 代 秀 則 
 
 

平素より公衆浴場の経営の安定と確保のために、多大なるご指導とご支援を

賜り厚く御礼申し上げます。 
県当局におかれましては、地域住民が健康で衛生的な生活をするために日々

ご尽力されておりますことに敬意を表すると共に、私共公衆浴場に対しまして

も、埼玉県公衆浴場経営安定化対策資金補助金などの助成策を継続していただ

き深く感謝申し上げます。 
 
さて、一般公衆浴場は行政の種々の助成策にも拘わらず、施設の老朽化、後継

者不足等により転廃業が進み、現在の組合員数は 30 軒となっております。 
今年 5 月より新型コロナウィルスの感染症の位置付けが 5 類に移行され通常

業務に戻る事を期待しつつ経営努力を重ねて参りましたが、昨年からのエネル

ギー価格の高騰に伴う光熱費等の値上げの影響は想定外の状況となっておりま

す。 
こうした状況の下、私共組合は入浴料金の改定について協議を重ねてきまし

た。現在の入浴料金については、昨年の 10 月に改定されたもので、短期間に再

度の値上げについては慎重になるべきであるという意見がありましたが、一方

で自助努力にも限界があるとの声も多く、現在の入浴料金のままでは新たな設

備投資や人件費の確保が更に難しくなり、廃業を選択せざるを得ない状況に陥

ることが懸念されます。 
私共組合としては、これからも一般公衆浴場が地域住民に果たす役割を十分

に理解し、利用者の利便性を確保するための施策を講じると共に、経営の安定の

ための工夫や努力を重ね、業の活性化に積極的に取り組んで参ります。 
以上の私共の事情をご賢察のうえ、入浴料金の改定に特段のご配慮をお願い

申し上げます。  
埼玉県収受

'23.11.10
生活衛生課
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